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1．はじめに

　近年，介護労働者の人材確保の問題は，ますます大きなものとなっている。厚生労働省が

発表した，第 7 期介護保険事業計画に基づく介護人材の必要数は，2025 年度に 253 万人と

予測され，予測年度においては 37.7 万人の需給ギャップが生み出される見通しであると言

われている（厚生労働省，2017）。また，経済産業省（2018）によると，介護人材の必要数

は，より高齢化が進む 2035 年度には 295 万人にのぼると予測されている。これに対し，現

状での人材供給予測は 227 万人にとどまり，予測年度における需給ギャップは 68 万人にま

で拡大すると予測されている。このような状況に対し，政府は政策レベルにおいて，介護職

員の処遇改善，中高年層をはじめとした多様な人材の確保，外国人労働者の受け入れ，介護

ロボットや ICT 導入の拡大など多様な政策パッケージを推進することで，この予測実現の

回避に努めている。

　これら介護事業への労働力流入促進や合理化による労働力の提言などの施策は，非常に重

要なものである。しかし同時に，介護事業に流入した労働者の離職を抑制する取り組みも必

要である。その実現に向けて，介護事業所における離転職理由の明確化を試みた研究が行わ

れてきた。そこでは，職場内の人間関係や賃金水準などが大きな離職理由として提起されて

きた（介護労働安定センター，2013）。このような研究は，離転職に繫がる直接的でもっと

も重要な要因を明らかにしたという点で大きな貢献を果たしてきた。同時に，職場要因と離

転職意思との関係の分析を試みた研究も存在している。そこでは，後述するように，ストレ

ス研究の一分野としてストレス要因を解明する研究や，マネジメント研究の流れを汲んで組

織マネジメントと離転職意思の関係を解明する研究などが行われてきた。これらの研究は，

介護事業下からの労働力流出の抑制という意味においても大きな貢献を果たしてきた。

　一方，過去数十年にもわたって先進国で継続している経済のサービス化がもたらしたサー

ビス労働従事者の増加を受けて，職務設計やそこから生じる労働者の社会的接触を研究の射

程に加え，労働者と顧客の社会的接触を考慮した研究に対する関心が，米国を中心に高まっ

てきた。この関心の高まりは，顧客と直接接触するカスタマーサービス労働者の職務特性に

職務における社会的影響の認知が
介護従事者の離転職意思に及ぼす影響

　―　職務満足の媒介効果の視点から　―　
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対する研究が盛んになりつつあることに示されている。そこでは，職務設計に関する伝統的

な研究を踏まえたうえで，仕事の社会的側面が従業員の態度，幸福感，満足感，さらにはパ

フォーマンスに寄与するという調査結果の蓄積がなされてきた。そして，その中心的な説明

概念として，職務特性の一つである職務重要性（Task Significant）やその結果として生じ

る職務における社会的影響の認知（PSI : Perceived Social Impact）などが取り扱われてい

る。特に，顧客との社会的接触を説明する PSI が，労働者の態度や行動に与える影響につ

いては，サービス労働従事者の業績を予測するものとして注目されつつある。

　このような研究は，我が国の介護事業における労働者の態度や行動に関する研究にも大き

な示唆を与えるものである。しかし，このような職務の特性がもたらす社会的接触の結果で

ある PSI に着目した研究は，我が国の介護研究においてはあまり見受けられないのが現状

である。そこで，本稿では，介護労働者の利用者との社会的接触がもたらす PSI に着目し，

PSI が離転職意思に与える影響についての検討を試みる。その際，個人の職務や職場環境な

どを通じて形成される主観的な感情である職務満足が，離転職行動を抑制するという理論研

究や実証研究が多いことから，職務満足の持つ媒介効果を考慮し，その関係性を検討するこ

ととする。

2．介護職における離職研究

　介護職の離職研究は，近年数多く研究成果が公開されている。それはいくつかの要因別に

分類できる。第一のものは，ストレス研究の一つとしてとらえた研究群である。たとえば，

岡部・原野・中島ら（2012）は，介護老人福祉施設 15 ヵ所 610 名を対象に調査を行った。

その結果，介護職場におけるストレスが継続意思に負の影響を与えていることを明らかにし

た。また，佐藤・澁谷・中嶋・香川（2003）は，2001 年に岡山県介護福祉士会に所属して

いる 1206 名（回収 694 名）の介護福祉士に対して質問紙調査を行った。その結果，役割葛

藤や役割曖昧性が，職務における情緒的緊張を経由して離職意思に正の影響を与えているこ

とを明らかにした。また，役割葛藤や役割曖昧性の離職意思に対する直接の影響は確認され

なかった。これらの研究は，ストレッサーが離転職意思に影響を持つというストレスモデル

を前提に持ち，その中身の特定を目指した研究である。

　第二のものは，組織マネジメントとの関係を検討した研究群である。たとえば，崔（2018）

は，組織マネジメントと介護職の離職に関して論じている。崔（2018）は，2015 年に平均

よりも高い離職率から平均よりも低い離職率を実現した特別養護老人ホーム 5 施設を選定し，

当該施設の施設長および管理者層クラス 10 人に対し，インタビュー調査を行った。インタ

ビューでは，介護職の人材定着ができた要因と以前にそれができなかった要因について探索

した。その結果，介護職の人材定着が果たせなかった要因として，「経営意識の不足」「理念
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の形骸化」「一方的なトップダウン経営」「管理職の役割と機能の欠如」「人材育成システム

の弱体化」があげられた。また，従業員からの不満として，「経営理念の不在や不明による

不満」「平等な人事評価の要求」等があげられた。一方，人材の定着に寄与した要因として，

「経営意識による仕組みづくり」「大事に人を育てる人づくり」「上下をつなぎ合わせる管理

体制」「経営に参画できる環境づくり」などがあげられた。これらの要因は，適切な評価や

キャリアパスの構築と教育システムの整備という人的資源管理の充実，経営理念の明確化，

トップマネジメントだけでなくミドル層やフォロワーの権限委譲を含めたエンパワーメント，

専門職としての確立という意味でのプロフェッショナル化など，組織マネジメント上の施策

として具現化されているものであり，いわば組織マネジメントの基本的な設計を表している。

　また，緒形・會田・長屋（2015）は，全国の特別養護老人ホーム 400 施設に対して質問紙

調査を実施した。回収された 316 名の介護職の調査票の分析から，就業継続意思に関して以

下のような結果が得られた。第一に，上司からの伝達や部下からの改善提案のすくいあげと

いった，上司部下間のコミュニケーションの円滑さは，組織コミットメントを経由して職場

継続意思や職業継続意思に正の影響を与えていた。第二に，同僚や他職種，上司からのサポ

ートも同様に，組織コミットメントを経由して職場継続意思や職業継続意思に正の影響を与

えていた。これらの研究は，組織マネジメントが離転職意思に影響を与えるという前提に立

ったうえで，より適切な組織マネジメントの確立を目指した研究である。

　以上のように，我が国における介護職の離職研究においては，ストレスや組織マネジメン

トに着目したものが主要な位置づけを占めている。これに対して，サービス労働という観点

で見ると，近年，米国を中心に職務特性，特に利用者との社会的接触という視点から，離職

を含めた労働者の行動や態度を検討する研究が増加している。そこで，次節以降においては，

職務設計の理論的基盤である職務特性理論に触れながら，関連する研究について検討を試み

る。

3．職務特性理論，PSI，離転職意思，職務満足

3. 1　職務特性理論（職務特性と職務満足）
　離職抑制や従業員の行動など，組織パフォーマンスを高めるために職務の内容に着目した

研究は，Herzberg（1976）の職務充実論など古くから存在し，多くの研究者が従業員や組

織のパフォーマンスを向上させる方法として，職務を充実させることを提唱してきた（e.g., 

Hackman and Lawler, 1971 ; Umstot, Bell, and Mitchell, 1976）。

　そして，Hackmen and Oldham（1980）は，職務の設計が認知的心理状態を経由し，組

織成果に影響を与えるという職務特性モデルを提唱し，職務再設計の重要性を指摘した。こ
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のモデルでは，あらゆる職務は，技能多様性（skill variety），職務完結性（task identity），

職務重要性（task significant），自律性（autonomy），フィードバック（feedback from job 

itself）という主要な 5 つの次元（job core demensions）を内包するという前提を有してい

る。技能多様性とは，職務遂行活動や使用するスキルの多様性を表す。職務完結性とは，職

務全体あるいは部分を担当する程度を示す。職務重要性とは，職務が他者に与える影響の大

きさを表す。自律性とは，職務遂行のペースや方法等における自律的決定権の程度を表す。

フィードバックとは，職務パフォーマンスの結果に関する情報を従業員が職務自身から得て

いる程度を示す。

　職務特性モデルでは，これらの要素が仕事の有意義性や，仕事に対する個人責任の知覚，

結果についての知識などの心理状態を経由して，モチベーションや職務満足，パフォーマン

スや欠勤率・離職率といった組織および個人の成果をもたらすとしている。なお，このモデ

ルには，個人の特性として従業員の成長欲求や個人の技能などが，モデレート効果を持つも

のと位置づけられている。本モデルの妥当性については，職務特性各次元の弁別性，職務特

性と職務満足などのアウトカムとの関係などに関し，多くの研究者によって確認されている。

3. 2　PSI
　Perceived Social Impact （PSI）は，自らの仕事が他者に恩恵を与えていると労働者自身

が感じる認識の程度であり，職務特性理論における職務特性の一つである職務重要性の結果

として生じる労働者の知覚の一つと位置づけられる。職務重要性は，仕事が他者の福祉を改

善する機会の程度を説明する（Hackman ＆ Oldham, 1976）。一方，PSI は，労働者が自分

の行動が他の人の厚生を改善すると感じる程度を表している（Grant, Campbell, Chen, Cot-

tone, Lapedis, & Lee, 2007）。

　Grant et al （2007）は，PSI が高まることは，自らの努力が成果を生むという期待とそれ

が受益者である他者に対しての利益をもたらすという道具性に対する認知を高めると説明し

ている。そして，PSI は仕事によって提供される抽象的な認識を，自身の行動が何らかの違

いを生み出すことができるという，より具体的な理解への変換を促すと主張している。

3. 3　離転職意思
　離転職意思は，組織からの離脱を目指す意識的で意図的な意思として定義される（Tett 

and Meyer, 1993）。この概念は，当該の仕事を継続するか否かという職務に関する労働者の

心理的な決定のことである（Jacobs and Roodt, 2007）。現実の離職は，個人の心理的な要因

だけでなく個人を取り巻く社会的・経済的要因等の影響受けるため，離転職意思と離転職行

動には乖離があることが予想される。しかし，離転職意思は離転職行動の主要な予測因子と

位置づけられている（Lee & Mowday, 1987）。
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　労働者の離転職意思には，何らかの要因が影響している。それは，職務内容や職務の割り

当てと言った職務上の要因，経営者や経営方針，処遇や上司との関係と言った組織的要因，

年齢や健康状態，心身の状態と言った個人的要因など様々ものが要因として機能している

（Ghosh, Rai, Chauhan, Gupta& Singh, 2015）。

3. 4　職務満足
　職務満足とは，Hoppock（1935）が最初に概念として指摘したとされ，そこでは仕事に対

する心理的，身体的，および環境要因の組み合わせに対する満足感として説明している。職

務満足の代表的な定義としては，Locke（1976）が，自己の職務における評価や，自己の職

務経験の振り返りから生じる，心地よい肯定的な感情と定義している。また，我が国では林

（2000）が，組織メンバーが自己の職務および職務環境に対して抱く満足感と定義している。

これらの定義から分かるように，職務満足とは，仕事経験や仕事を取り巻く環境の知覚によ

って形成される労働者の主観的な感情のことである。

　ここでの仕事経験や仕事を取り巻く環境としては，仕事自身，仕事に付随するもの，仕事

の結果として知覚するものなどがある。仕事自身に位置づけられるものとして，職務内容や

職務の特性あるいは作業条件などがある。また，仕事に付随するものとして，職務権限や社

会的地位，人間関係やコミュニケーションなどがある。さらに，仕事の結果知覚するものと

して，報酬などがある。

4．各概念の関係

4. 1　職務特性と離転職意思，職務満足の関係
　職務特性における各次元の水準を高めることで，労働者の職務満足や動機づけが促進され，

結果として離転職意思を抑制する可能性があることは，既存研究においても指摘されてきた

（e.g. Barling et al., 2009 ; Katsikea et al., 2011 ; Singh, 1998）。そのメカニズムとしては，個

人が組織から仕事を通じて様々な資源を受け取ると，彼らはその厚意に対して，返報する義

務感を持ちやすくなると考えられている（Cropanzano and Mitchell, 2005 ; Hackman and 

Oldham, 1975）。このようなメカニズムが生じることで，労働者は組織との継続的な関係を

選択することとなるため，職務特性の充実は離転職意思の抑制に繫がる可能性が高いと考え

られる。

　既存研究においてもこの関係を支持する研究が見られる。たとえば，Ghosh, Rai, Chau-

han, Gupta, & Singh （2015）は，インドにおける銀行 25 支店の 218 名を対象に質問紙調査

を実施した。その結果，職務特性は離転職意思に負の影響を与えていることを明らかにした。

　また，職務特性と職務満足の関連を実証した研究は数多く行われている。たとえば，
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Thomas, Buboltz & Winkelspecht （2004）は，米国の大学卒業者 163 名を対象に調査を行

った。その結果，技能多様性，自律性，職務からのフィードバックが職務満足に影響を与え

ていることを明らかにした。また，Fried and Ferris （1987）は，職務特性と職務満足の関

係に関してメタ分析を行った。その結果，職務からのフィードバック，自律性，職務重要性，

技能多様性，職務アイデンティティの順で相関が認められた。Brown and Peterson （1993）

も，営業職を対象としたメタ分析の結果，技能多様性，職務重要性，自律性，職務からのフ

ィードバックが職務満足に影響を及ぼしていることを確認した。これら既存研究から，職務

特性は，離転職意思および職務満足に影響を与えることが確認できる。

　一方，PSI と職務満足や離転職意思の関係については，既存研究において何らかの関係が

特定されているとは言い難い。しかし，Grant （2008a）は，PSI とほぼ類似の概念である

Perceived Impact on Beneficiaries が，ワークモチベーションに影響を与えていることを明

らかにしている。さらに，Grant （2008b）においても，公共的なサービス職務に従事してい

る職員に，自らの仕事の社会的影響を認知させることで，職務パフォーマンスが向上するこ

とに言及している。また，PSI を取り扱った数少ない研究においても同様の傾向が見られる。

たとえば，Castanheira （2016）は，銀行のカスタマーサービス業務従事者 370 名を対象に

調査を行い，PSI が情緒的コミットメントに影響を与えていることを明らかにした。また，

Santos, Castanheira, Chambel, Amarante, & Costa （2016）は，ポルトガルとブラジルの看

護師 620 名を対象に調査を行い，PSI がワークエンゲージメントに影響を与えていること明

らかにした。

　このように，労働者は自らの職務が持つ社会的価値や社会的影響を知覚することで，職務

業績や労働者の心的態度に何らかの好影響を与えるということが明らかにされつつある。こ

れらの研究と先の職務特性に関する研究を考慮すると，PSI が離転職意思や職務満足に好ま

しい影響を与えることが想定されるため，つぎのような仮説が設定される。

仮説1　介護労働者のPSI は離転職意思に対して負の影響を及ぼす。
仮説2　介護労働者のPSI は職務満足に対して正の影響を及ぼす。

4. 2　職務満足と離転職意思
　職務満足は，様々な労働者の態度や行動に影響を与えるが故に，本稿で取り上げる離転職

意思に対しても同様の影響を持つと考えられる。実際，この両者の関係については，多くの

研究によって取りあげられてきた。たとえば，Tschopp, Grote, & Gerber （2013）は，スイ

スにおいてランダムサンプリングによって選択し協力が得られた労働者 255 名を対象に電話

による縦断的調査（3 回）を実施した。その結果，職務満足は一貫して離転職意思に有意に

影響を与えていることが確認された。また，Tett & Meyer （1993）は，過去の研究のメタ
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分析から，両者の関係には中程度の相関が見られることを指摘した。

　このような既存研究を受けて，我が国における介護研究においても，職務満足と離職の関

係について検討が行われてきた。たとえば，柏原（2016）は，介護福祉士養成校卒業生 318

名に対し質問紙による追跡調査を行った。その調査によると，離職経験者の離職理由には，

賃金，上司や同僚との人間関係といった職務満足に類する要素が主要な離職理由としてあげ

られていた。また，小木曽・阿部・安藤・平澤（2010）は，2008 年に東海地方 4 県 100 施

設の介護老人保健施設に勤務する 284 人の介護職と 249 名の看護職に対して，質問紙調査を

行った。その結果，職場における管理の満足度が離転職意思に負の影響を与えていることが

確認された。このように，我が国の介護研究においても職務満足が離転職意思に対して影響

を及ぼすことが確認されていることから，つぎのような仮説が設定される。

仮説3　介護労働者の職務満足は離転職意思に対して負の影響を及ぼす。

　これら 3 つの仮説により，想定されるモデルは職務満足を媒介とした間接効果を含むもの

である。既存研究においても，Castanheira （2016）は，PSI とワークエンゲージメントの

間に情緒的コミットメントが媒介するモデルを提示している。職務特性に関する研究におい

ても，Agarwal & Gupta （2018）は，職務特性はワークエンゲージメントを経由して，離転

職意思に影響を与えることを明らかにしている。さらに，McKnight, Phillips & Hardgrave 

（2009）は，職務特性が職務満足を経由して離転職意思に影響を与えていることを指摘して

いる。これら関連する研究結果を鑑みると以下のような仮説が設定される。

仮説4　介護労働者の離転職意思に対するPSI の影響は，職務満足によって媒介される。

　最後に，今回の分析モデルを検討するにあたり，正規職員と非正規職員での相違について

言及する必要がある。小玉（2018）は，Eberhardt & Shani （1984）や小野（1991）等の研

究を検討したうえで，職務満足と離転職意思の関係について，正規職員と非正規職員でその

高低には一貫した結果が認められないと主張した。一方で，職務満足が離転職に影響を及ぼ

すという両者の関係そのものについては，一貫した傾向が見られていることを指摘し，その

事実から正規職員と非正規職員には，同様の傾向が見られるであろうと予測した。そのうえ

で，小玉（2018）は流通業の正社員およびパートタイマーの組織アイデンティフィケーショ

ン，職務満足，離転職意思の関係を分析したが，雇用形態による大きな意外は見いだせなか

ったと結論づけている。

　本稿で検討している介護労働は，正規職員と非正規職員が混在する職場である。一方でそ

の業務は必ずしも非正規職員が補助業務のみに専念するというものではなく，両者の職務が



図表1　サンプルの属性

雇用形態 性別 n 平均年齢 （SD） 勤続月数 （SD）

正規職員
女性 779 41.2 11.0 60.1 50.2
男性 416 34.4 8.3 53.5 43.6
小計 1195 38.9 10.6 57.7 48.1

非正規職員
女性 718 47.0 12.4 50.9 50.6
男性 　92 39.6 14.5 32.0 39.1
小計 810 46.1 12.8 48.7 49.7

合計 2005 41.8 12.1 54.2 49.0
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重複する部分も多い。そして，両者とも利用者の生活支援・自立支援に関与する職務に従事

している。これ既存研究や介護労働の特性を鑑みると，正規職員と非正規職員の分析結果は

同様の傾向が見られると考えられる。それを確認するため，本稿においては両者をそれぞれ

分析することとする。

5．方法

5. 1　調査手続き
　調査は，2017 年 7 月から 8 月にかけて，関西および関東地方において介護老人保健施設，

介護老人福祉施設を対象に実施された。質問票は各施設長を通じて介護職に向けて配布，各

人が記入・封入のうえ回収が行われた。配布数は 168 事業所に対して 4969 部配布を行った。

その結果，133 事業所より 2092 部（回収率 42.1％）が回収された。そのうち有効回答数は

2005 部（有効回答率 95.8％）であった。内訳は以下の通りである。

　階層は，全員非管理職，性別は女性 1497 名（74.7％），男性 508 名（25.3％），平均年齢は

41.8 才，平均勤続年数 54.2 ヶ月，正規・非正規の別は，正規労働者 1195 名（59.6％），非正

規労働者 810 名（40.4％）であった。学歴は，高卒 1054 名（52.6％），専門卒 436 名（21.7％），

短大卒 256 名（12.8％），大卒 255 名（12.7％），大学院卒 4 名（0.1％）であった。雇用形態

別に見ると，正規職員においては，女性 779 名，男性 416 名，平均年齢は女性 41.2 才，男

性 34.3 才，平均勤続年数は，女性 60.1 ヶ月，男性 53.5 ヶ月であった。非正規職員において

は，女性 718 名，男性 92 名，平均年齢は女性 47.0 才，男性 39.6 才，平均勤続年数は，女性

50.9 ヶ月，男性 32.0 ヶ月であった（図表 1）。

5. 2　調査項目
　質問紙では，まず調査協力者に対して，年齢，性別，勤続年数を尋ねた。PSI は，Grant



図表2　分析に用いた変数間の相関係数（正規職員）

1 2 3 4 5 6 7

1　性別（M: 0, F : 1） 1.000
2　年齢 －.308＊＊ 1.000
3　勤続年数 －.065＊ .214＊＊ 1.000
4　転職回数 －.127＊＊ .474＊＊ －.174＊＊ 1.000
5　職務満足 －.078＊＊ .144＊＊ －.019 .078＊＊ 1.000
6　離転職意思 .013 －.154＊＊ －.022 －.049＋ －.466＊＊ 1.000
7　向社会的動機 －.061＊ .027 －.069＊ －.002 .570＊＊ －.252＊＊ 1.000

　＊＊p<.01, ＊p<.05, ＋p<.10
　正規職員（n＝1195）
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（2008c）で用いられた「私はこの仕事が，人々の生活に良い影響を与えている事に気づいて

いる」「私は，この仕事を通じて，人々の役に立つ方法を知っている」「私は，この仕事を通

じて，人々に良い影響を与えることができていると感じている」の 3 項目を使用した（α

＝.900）。職務満足の質問項目は Agho, Mueller & Price （1993）で用いられた「私は，平均

的な職員と比べて，仕事が好きだと思う」「私は，自分の仕事に喜びを見いだしている」「私

は，今の仕事に非常に満足している」「私は，いつも仕事に熱中している」「私は，めったに

仕事に退屈することはない」の 5 項目を使用した（α＝.839）。離転職意思を測定する質問項

目は，Cole and Bruch （2006），Konovsky and Cropanzano （1991）などで使用された 4 項

目を介護職に回答可能な形にリワードしたものを使用した。具体的には，「一年以内には，

今とは違う法人に転職するつもりである」「一年以内には，介護業界とは異なる会社に転職

するつもりである」「他に良い転職先が見つかれば，この法人を辞めるつもりである」「現在

の法人の仕事を辞めたくなることがある」の 4 項目である（α＝.848）。以上のそれぞれの項

目について，「まったくあてはまらない」を 1，「非常にあてはまる」を 7 とする 7 段階の尺

度上で評価した。

6．結果

　分析を行うにあたり，PSI，職務満足および離転職意思との相関分析を雇用形態別に行っ

た。その結果を図表 2 および図表 3 に示しているが，正規職員，非正規職員とも各変数間に

は有意な相関が認められた。

　つぎに，正規職員について，PSI が離転職意思に与える影響に関する分析を，職務満足を

媒介変数に投入して行った（図表 4）。PSI が職務満足に与える影響に関するパスは，β＝.52

（p<.01）であり有意な正の関係があることが確認された。また，職務満足が離転職意思に与

える影響についてもβ＝－.44（p<.01）とであり，有意な負の関係があること確認された。



図表3　分析に用いた変数間の相関係数（非正規職員）

1 2 3 4 5 6 7

1　性別（M: 0, F : 1） 1.000
2　年齢 －.183＊＊ 1.000
3　勤続年数 －.120＊＊ .282＊＊ 1.000
4　転職回数 －.069＊ .176＊＊ －.201＊＊ 1.000
5　職務満足 －.029 .137＊＊ .059＋ －.036 1.000
6　離転職意思 .012 －.251＊＊ －.103＊＊ .049 －.443＊＊ 1.000
7　向社会的動機 .038 .006 －.042 －.002 .568＊＊ －.318＊＊ 1.000

　＊＊p<.01, ＊p<.05, ＋p<.10
　非正規職員（n＝810）

図表4　正規職員における PSI と璃転職意思における職
務満足の媒介分析の結果

　＊＊p<.01, ＊p<.05, ＋p<.10
　※ 表示している係数は標準化係数。統制変数は図表から削除

している。
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PSI から離転職意思に与える影響に関するパス係数は，PSI が離転職意思へ与える直接的な

パス係数と職務満足を媒介した後のパス係数の変化を表している。正規職員の PSI が離転

職意思に与える影響は，職務満足を媒介することで，β＝－.29（p<.01）からβ＝－.06

（p<.05）へと変化していることがわかる。これらの結果，職務満足による間接効果はβ＝－.23

である事が確認された。この値についてブートストラップ法（サンプリング 2000 回）を用

いて 95％ 信頼区間の推定を行った。その結果，信頼区間には 0 が含まれていないことが確

認され，職務満足による媒介効果が有意となり，職務満足の部分媒介効果が確認された（図

表 6）。

　つづいて，非正規職員について，PSI が離転職意思に与える影響に関する分析を，職務満

足を媒介変数に投入して行った（図表 5）。PSI が職務満足に与える影響に関するパスは，β

＝.45（p<.01）であり有意な正の関係があることが確認された。また，職務満足が離転職意

思に与える影響についてもβ＝－.42（p<.01）であり，有意な負の関係があること確認され



図表6　PSI →職務満足→離転職意思における変数間の標準化係数

属性 変数 標準化係数 標準誤差 t 値 p 値 95％ CI

正規職員
PSI →職務満足 .52＊＊ .02 20.72＊＊ .000 －.35
職務満足→離転職意思 －.44＊＊ .04 －14.49＊＊ .000 ―
PSI →離転職意思 －.06＊ .04 －2.00＊ .046 －.25

非正規職員
PSI →職務満足 .45＊＊ .03 14.33＊＊ .000 －.35
職務満足→離転職意思 －.42＊＊ .06 －11.76＊＊ .000 ―
PSI →離転職意思 －.07＊ .05 －1.97＊ .049 －.22

　＊＊p<.01, ＊p<.05, ＋p<.10
　※ 表示している係数は標準化係数。統制変数は図表から削除

している。

図表5　非正規職員における PSI と璃転職意思における職
務満足の媒介分析の結果
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た。PSI から離転職意思に与える影響に関するパス係数は，正規職員の分析と同じく PSI が

離転職意思へ与える直接的なパス係数と職務満足を媒介した後のパス係数の変化を表してい

る。非正規職員の PSI が離転職意思に与える影響は，職務満足を媒介することでβ＝－.26

（p<.01）からβ＝－.07（p<.05）へと変化していることがわかる。これらの結果，職務満足

による間接効果はβ＝－.21 である事が確認された。この値についてブートストラップ法

（サンプリング 2000 回）による 95％ 信頼区間の推定を行った。その結果，信頼区間には 0

が含まれていないことが確認され，職務満足による媒介効果が有意となり，職務満足の部分

媒介効果が確認された（図表 6）。

7．考察

　本稿においては，介護職の正規職員と非正規職員における PSI と離転職意思の関係につ
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いて，職務満足の媒介分析モデルを用い分析を行った。それは，PSI が離転職意思に及ぼす

影響を検証すると共に，その直接効果と職務満足を媒介した間接効果についての仮説を検証

するためでもあった。

　まず，仮説 1「介護労働者の PSI は離転職意思に対して負の影響を及ぼす」について検討

が行われ，仮説 1 が支持された。これにより，介護職においても職務特性の結果の一つであ

る PSI が離転職意思の抑制に影響を持つことが確認された。つぎに，仮説 2「介護労働者の

PSI は職務満足に対して正の影響を及ぼす」について検討が行われ，PSI が職務満足の促進

に影響を与えることも確認された。さらに，仮説 3「介護労働者の職務満足は離転職意思に

対して負の影響を及ぼす」について検討が行われ，既存研究での報告の通り，我が国介護職

においても職務満足が離転職意思に負の影響を持つことが追認される結果となった。これら

の仮説が支持されたうえで，仮説 4「介護労働者の離転職意思に対する PSI の影響は職務満

足によって媒介される」ことも確認され，我が国介護職において，PSI が直接あるいは職務

満足を経由して，離転職意思の抑制に影響を持つことが確認された。そして，これらの結果

は，正規・非正規といった雇用形態に関わらず同様の傾向を持つことが確認された。

　PSI の理論的基盤の一つである職務特性理論では，職務の設計が認知的心理状態を経由し，

組織あるいは個人成果に影響を与えるという基本的なプロセスがあり，そこで扱われる職務

特性は，労働者が持つ職務への積極的姿勢，自律性への希求，組織への貢献と言った高次欲

求を反映したものである。今回取り上げた，PSI の効果は，この基本的プロセスの中におい

て，現代の労働者が持つ向社会性を反映したものととらえることができる。これは，労働者

自らの職務が利用者や顧客の役に立ち，それを介して社会に貢献するということで実現され

る。

　このような，職務に内包される向社会性を考慮した組織や個人パフォーマンスに寄与する

モデルの検証は，我が国においてはそれほど多くは見られない。本稿では，PSI という向社

会性を内包した概念が，我が国労働者，特に介護労働従事者に与える影響を確認した点，ま

た，そのようなメカニズムが雇用形態の違いに関わらず同様の傾向を見せていることを指摘

した点に特徴がある。そして，この特徴により，職務設計に関わる諸研究の発展に対して，

わずかながら貢献できたと考えられる。

　本稿の実践的な意義についても検討したい。今回の分析結果は，介護業務に従事する労働

者は，自らの仕事が利用者の QWL 向上など何らかの役に立つと感じることで，職務従事へ

の肯定的感情を含めた満足が高まり，離転職意思の抑制に寄与している可能性を示している。

これは，我が国介護労働者が，向社会性を持つ存在であることを示しているとも考えられる。

故に，現代の日本においては，このような向社会性を考慮したマネジメントが求められると

考えられ，少なくとも介護業務においてこれを刺激するような仕事の配置や各種サポート，

人材マネジメントの必要性が指摘できるのではないだろうか。
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8．課題

　本稿には，認識しておかなければならない課題が複数存在する。第一に，本稿は自記式質

問票による調査を用いたことにより，コモン・メソッド・バイアスが生じる可能性がある。

しかし，つぎの二つの観点より，あえて今回のような方法で調査を実施した。それは，本稿

が「客観的」環境ではなく知覚された環境に対する認識を測定しようとしていることから，

客観的な数値で把握することが難しいこと，つぎに，離転職意思や職務満足という，回答に

よっては調査協力者が不利益を被る質問項目を設定しているため，研究倫理上の問題から匿

名による自記式質問票が適切であることの二点である。

　そこで，コモン・メソッド・バイアスが生じる可能性に対応するため，全ての観測変数用

いて Harman の単一因子検定を行った。分析の結果，第 1 因子のみによって説明される全

観測変数の分散の割合は 50％ 未満であったことから，本稿で使用した分析データにおける

コモン・メソッド・バイアス問題は深刻ではないと判断した。

　第二に，本稿で想定した因果関係は，既存研究で想定ならびに検討され，ある程度の同意

を持って定められた関係ではあるが，本稿のような横断的な調査設計においては，因果関係

を厳密に確立することが難しいことである。したがって，将来的には，独立変数，媒介変数，

従属変数間において，時間的差異を導入した調査設計を行うなどの対応が必要である。

　第三に，PSI のような社会的特性を含む概念を分析する際には，誠実性や外向性など Big 

Five などを用いて性格特性を統制すべきであるが，本稿ではそのような統制を行っていな

い。今後は，統制変数に性格特性を加えるべきである。

附記　本稿は 2018 年度東京経済大学個人研究助成費（研究番号 18-24）による研究成果の

一部ならびに，本研究は JSPS 科研費 JP17K04203 の助成を受けたものです。
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